
第2章
七戸町の歩みとあらまし七戸町の歩みとあらまし

七戸町の歩み七戸町の歩み１１

（1）先史時代（1）先史時代

（2）古墳時代から中世（2）古墳時代から中世

　七戸町には、80 箇所以上の縄文時代の遺跡が確認されており、7,000 年前から 2,500 年前
まで人々が継続して生活していたことがわかっています。
　なかでも、二ツ森貝塚に代表される縄文期の大規模な集落遺跡から出土した遺物は、今か
ら 5,500年前からおよそ1,500 年間に渡って継続して人々が生活を営んでいたことを示して
おり、貴重な歴史遺産として今も調査が続けられています。
　二ツ森貝塚は、「北海道・北東北の縄文遺跡群」の構成資産のひとつとして、世界文化遺産
に登録されています。

　古墳時代の５世紀になると森ケ沢遺跡が登場します。この遺跡の墓からは近畿地方と北海
道地方の遺物が同時に出土していることが確認されています。そのことから森ケ沢遺跡は文
化の融合する拠点的な役割を担っていたことを示す貴重な遺跡でもあります。
　奈良時代には膝森遺跡が、平安時代には貝ノ口遺跡等大規模な集落が作られていたことが
明らかとなっています。
　中世に入ると地方豪族であった天間舘五郎が居館としたとされる天間舘等もあります。
　平安時代末には常滑壷等が出土していることから、平泉の奥州藤原氏と密接なつながりが
あったと推測されています。源平合戦の折り、七戸産の馬「生唼唼（いけづき）」が活躍してい
た記録も残されています。
　鎌倉時代や南北朝時代にも七戸は文献史料に登場しますが、本格的な登場は、室町時代に
根城城主であった南部政光が七戸城築城に力を入れたことに始まります。政光は、街道整備
を行い、街道沿いには見町観音堂（県重宝）や小田子不動堂等寺院を建立、街道押さえを強
化しました。
　政光は七戸城の城主として七戸に移り、室町時代には七戸南部氏として実権を握りました。
七戸南部氏の台頭は、七戸城が北方に対する最前線基地としての役割を担っていたことが背
景にあります。
　戦国時代末の 1592（天正19）年に、九戸政実の乱により七戸城は落城しました。
　七戸城跡は、国の史跡に指定されています。

4

Ⅰ 

序
論

Ⅳ 

参
考
資
料

Ⅱ 

基
本
構
想

Ⅲ 

前
期
基
本
計
画



Ⅰ 序論／第 2 章 七戸町の歩みとあらましⅠ 序論／第 2 章 七戸町の歩みとあらまし

（3）近世から近代（3）近世から近代

（4）昭和から現代（4）昭和から現代

　近世初頭には、交通の要衝でしかも由緒ある七戸に、五戸の浅水から管理人が送り込まれ
てきました。そして 1664（寛文４）年には七戸重信が南部盛岡藩主に抜擢され、これにより
七戸に盛岡藩直轄の代官所が置かれ、江戸時代の終わりまで盛岡藩による代官政治が行われ
ました。
　こうして代官所や宿駅が置かれたことから、七戸は商業の中心地としても発展しました。
特に近江商人の活躍が目立ち、江戸時代には大塚屋や舟木屋が活躍しました。町内には、徳
川家康が参勤交代のために造らせた一里塚（県史跡）や松並木も残っており、奥州街道の面影
を残しています。
　明治時代に入ると、1869（明治２）年、一時期「七戸藩」が創設、1871（明治4）年には「七戸県」
に移行、その後弘前県、後に青森県に統合されました。1873（明治６）年に大小区制が施行され、
七戸は第７大区３小区となり七戸村となりました。1878（明治11）年上北郡に所属した際に
上北郡役所が置かれ、七戸村はその後長く上北郡の政治・経済・文化・教育の中心地として
栄えました。
　1889（明治22）年の町村制施行とともに、天間舘、榎林、附田、二ツ森、野崎、中岫、花松は
それぞれ独立した村をなしていましたが、その７ヵ村が合併して「天間林村」と改称し、新た
な出発を迎えることになりました。このとき、七戸村は１村のみで存続し、同 35 年、町制
を施行して七戸町となりました。1926（大正15）年に郡役所が廃止された後も、七戸町には
上北地方事務所が置かれ、郡下の中心としての地位は変わらず、今日に至っています。

　天間林地域には有望な地下資源があり、天間林村は鉱山の村とも呼ばれました。なかで
も上北鉱山は日本鉱業株式会社が 1936（昭和11）年に硫化銅山として本格的な操業を始め、
1944（昭和19）年には我国最大の銅山となり、活況を呈していました。
　また、1954（昭和29）年には十和田地区集約酪農地域の指定を受け、1959（昭和 34）年に
はてん菜生産振興地域の指定とめまぐるしく変化しましたが、1986（昭和 43）年、天間ダム
の建設により稲作単作地帯としての地位を確立しました。
　1956（昭和31）年、三本木町を中心とした十和田市が誕生することで、郡下の中心として
の地位を十和田市に譲ることになりましたが、増大する行政需要に対応し、財政の効率化を
図るため、1972（昭和47）年に中部上北広域事務組合を組織し、病院、消防、給食、火葬場、
清掃事業等に広域行政を取り入れています。
　2005（平成17）年３月 31 日に七戸町・天間林村の２町村で合併が実現し、新「七戸町」
が誕生しました。この２町村は、藩政時代以前から歴史的にも、経済、教育・文化、生活の
面でも強い結びつきを有しており、それぞれの地域住民の交流が活発に行われ、地域の一体
感の醸成が図られています。
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七戸町の概況七戸町の概況22

（1）位置と地勢（1）位置と地勢

　本町は、青森県の東部、上北郡の西北に位置し、東から北は東北町、南は十和田市、西は
八甲田山系で県都青森市、平内町と接し、町域は東西約31km、南北約 26kmのやや長方形で、
総面積 337.23k㎡を有する自然環境豊かな内陸部の農業が基幹産業の町です。
　地勢は、西側一帯が広大な国有林野で標高 1,000ｍを超える八甲田山系が連なり、山麓か
ら東に伸びる丘陵は高低差が少なく、東西に貫流する河川流域が広大な水田地帯を形成して
います。
　地質は、沖積泥炭地が分布し火山灰土壌が多く、耕地のほとんどは植壌土で酸性度の強い
土壌となっています。
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区　分 総面積  田 畑 宅地 山林 原野 その他 

 337.23 42.21 22.43 5.43 95.12 15.77 156.27 

  42.38 22.28 5.61 141.18 15.55 110.23 

  42.16 21.95 6.03 140.66 15.54 110.89 

  41.81 21.17 

20.74 

6.39 140.03 15.17 112.66 

  41.65 6.77 139.87 15.05 113.15 

資料：固定資産概要調書

単位：k㎡

土地利用状況

2005(平成17)年

2010(平成22)年

2015(平成27)年

2020(令和 ２)年

2022(令和 ４)年

337.23

337.23

337.23

337.23

2022（令和4）年における土地利用の割合2022（令和4）年における土地利用の割合

資料：固定資産概要調書
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（2）気候（2）気候

（3）土地利用状況（3）土地利用状況

　本町の気候は、一年を通じて気象の変化が激しく、なかでも６月、７月には霧雨を伴った
偏東風（ヤマセ）のため気温の低い状態が続き、12 月から３月にかけては、北西の強い季節
風が吹く曇天・降雪の日が多い、極めて寒さが厳しいのが特徴です。
　気温は、2023（令和５）年の平均で約 11.7℃、最低気温は－12.7℃（ 過去最低－20.1℃：
2021（令和3）年）、最高気温は 35.4℃（ 過去最高 36.2℃：2010（平成 22）年）を記録してい
ます。
　降水量は約1068.3mm／年で夏季から秋季にかけて多く、春季は比較的少ない状況となっ
ています。
　また、積雪量は地域によりばらつきがあり、平地では 40cm ～１ｍ前後、山沿い地区で２ｍ
近くの積雪となる内陸型の豪雪地帯でもあります。

　本町の総面積は337.23k㎡で、その 79.5％（268.07k㎡）が国有林を含めた山林・原野・
その他となっています。農用地は62.39k㎡（18.5％）、宅地 6.77k㎡（2.0％）となっています。
2022（令和4）年における農家１戸当たりの農地面積は約0.067k㎡ですが、耕作放棄等によ
り土地利用はきわめて低い状況になっています。

山林

田

41.5%

12.4%
畑
6.1%

原野
4.5%

宅地
2.0%

その他
33.5%
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資料：国勢調査

人口推移

総人口（人） 22,342 21,237 20,209 19,357 18,471 16,759 15,709 14,556

総世帯数（世帯） 5,850 5,734 5,781 5,938 5,823 5,713 5,572 5,447

一世帯当たり
人員（人）

3.8 3.7 3.5 3.3 3.2 2.9 2.8 2.7

1985年
（昭和60年）

1990年
（平成２年）

1995年
（平成７年）

2000年
（平成12年）

2005年
（平成17年）

2010年
（平成22年）

2015年
（平成27年）

2020年
（令和２年）区 分

資料：国勢調査

世帯数・１世帯あたりの人員の推移
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（平成17年）
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（平成22年）

2015年
（平成27年）

2020年
（令和２年）

一世帯あたり人員

総世帯数

3.8

5,850

5,734
5,781

5,938

5,823

5,713

5,572

5,447

3.7
3.5

3.3 3.2 2.9 2.8 2.7

世帯数・一世帯あたりの人員の推移世帯数・一世帯あたりの人員の推移

資料：国勢調査

資料：国勢調査

（4）人口と世帯（4）人口と世帯

　2020（令和２）年の国勢調査によると本町の人口は 14,556 人、世帯数は 5,447 世帯、一
世帯当たりの人員数は 2.7人となっています。2010（平成 22）年からの 10 年間で人口は約
2,200 人（約13％）減少しています。世帯数も減少していますが、減少率は 4.6％となってい
ます。
　また、一世帯あたりの人員数の減少が進んでおり、1985（昭和 60）年は４人家族が一般的
でしたが、2010（平成22）年は３人を割り込み、2020（令和２）年では 2.7人とさらに進んで
います。
　これらは少子化とともに、核家族化の進行や一人世帯が増えたためと考えられます。
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資料：国勢調査

産業別就業人口の構成比
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2015年
（平成27年）

2020年
（令和２年）

第１次産業 第２次産業 第３次産業

産業別就業人口の推移

資料：国勢調査
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第１次産業 第２次産業 第３次産業

4,586

2,632

2,815

4,794
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2,115
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2,252

1,857

4,601

1,926

1,667

4,586
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4,317
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産業別就業人口産業別就業人口

産業別就業人口の構成比産業別就業人口の構成比 産業別就業人口の推移産業別就業人口の推移

資料：国勢調査

産業別就業人口

区 分 

第 1 次産業 
（農林畜産業）  

就業人口 2,815 人 2,115 人 1,857 人 1,667 人 1,480 人 1,538 人 

構成比 28.06% 21.69% 20.46% 20.34% 18.75% 20.38% 

第 2 次産業 
（鉄工業・建設業・  

製造業） 

就業人口 2,632 人 2,844 人 2,252 人 1,926 人 1,783 人 1,669 人 

構成比 26.23% 29.16% 24.82% 23.51% 22.59% 22.12% 

第 3 次産業  
（卸・小売業・  

金融、サービス業）  

就業人口 4,586 人 4,794 人 4,966 人 4,601 人 4,586 人 4,317 人 

構成比 45.71% 49.15% 54.72% 56.15% 58.09% 57.21% 

合 計 10,033 人 9,753 人 9,075 人 8,194 人 7,849 人 7,524 人 

1995年
（平成７年）

2000年
（平成12年）

2005年
（平成17年）

2010年
（平成22年）

2015年
（平成27年）

2020年
（令和２年）

資料：国勢調査

資料：国勢調査 資料：国勢調査
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（5）産業（5）産業

　本町の就業人口は1995（平成7）年には 10,033人でしたが、2020（令和２）年には 7,524
人となり、25年間で 2,509人（25.0％）減少しました。産業別の内訳は、第 1 次産業が 1,277
人（45.3％）、第 2 次産業が 963 人（36.5％）と大きく減少し、第 3 次産業は 269人（5.8％）
の減少となっています。
　第１次産業の就業人口減少の主な要因としては、農作物の価格の低迷、農業従事者の高齢
化と後継者不足、兼業化の進行等があげられます。第２次産業については、企業立地の減少
などにより製造業、建設業の従事者の減少が続いていることが考えられます。第３次産業に
ついては、第１次、第２次産業からの転換によって増加に転じた時期もありました。しかし、
近年は減少しており、この傾向は続くことが予想されます。
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資料：市町村民経済計算（青森県）

単位：百万円・％

産業別純生産額

年　次  
産業別 総数 

第 1 次産業 第 2 次産業 第 3 次産業 

実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 

40,794  4,536  11.1% 5,421  13.3% 30,837  75.6% 

40,172  4,590  11.4% 5,557  13.8% 30,025  74.7% 

43,196  5,740  13.3% 6,680  15.5% 30,776  71.2% 

45,454  6,213  13.7% 7,965  17.5% 31,276  68.8% 

47,812  5,692  11.9% 10,149  21.2% 31,971  66.9% 

46,993  5,785  12.3% 9,722  20.7% 31,486  67.0% 

47,333  6,457  13.6% 9,839  20.8% 31,037  65.6% 

49,112  6,456  13.1% 11,893  24.2% 30,763  62.6% 

48,591  5,996  12.3% 11,091  22.8% 31,504  64.8% 

47,919  6,009  12.5% 10,948  22.8% 30,962  64.6% 

2013（平成25）年

2014（平成26）年

2015（平成27）年

2016（平成28）年

2017（平成29）年

2018（平成30）年

2020（令和２ ）年

2021（令和３）年

2022（令和４）年

2019（令和 元 ）年

産業別純生産額産業別純生産額

資料：市町村民経済計算（青森県）

（6）産業構造の動向（6）産業構造の動向

　本町の産業別生産額をみると、2022（令和４）年の純生産総額は 479億 1,900万円で、
2013（平成25）年と比較して17.5％増加しています。
　これを産業別にみると、農業を中心とする第１次産業は生産額で45億円から60億円に増
加（32.5％増）し、構成比は11.1％から12.5％へ増加しています。
　一方、製造業を中心とする第２次産業は、生産額で54億円から109 億円に大きく伸び

（102％増）、構成比においては、13.3％から22.8％へ増加しました。
　商業を中心とする第３次産業では、生産額に大きな変化はありませんが、構成比は75.6％
から64.6％へと減少しました。
　このことから、七戸町の産業構造は、10 年前と変わらず第３次産業が支えているものの、
第１次産業と第２次産業の相対的役割も大きくなってきていると言えます。
　生産額と構成比において、安定を保ち続けている第１次産業、特に「農業」の存在価値は
今後も高まっていくものと思われ、その振興策が必要です。
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産業別純生産額の推移
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（平成29年）

2018年
（平成30年）

2019年
（令和元年）

2020年
（令和２年）

2021年
（令和3年）

2022年
（令和4年）

第１次産業 第２次産業 第３次産業

30,837 30,025 30,776 31,276 31,971 31,486 31,037 30,763 31,504 30,962

10,948

6,009

11,091

5,996

11,893

6,456

9,839

6,457

9,722

5,785

10,149

5,692

7,965

6,213
5,557 6,680

5,7404,590
5,421
4,536

資料：市町村民経済計算（青森県）

産業別純生産額の推移産業別純生産額の推移

資料：市町村民経済計算（青森県）

Ⅰ 序論／第 2 章 七戸町の歩みとあらましⅠ 序論／第 2 章 七戸町の歩みとあらまし
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資料：国勢調査

総数には年齢不詳者数が含
まれているため、年齢区分別
人数の総数と不一致があり
ます。

※

年齢別人口推移

区 分 
1960 年 

（昭和 35 年） 
1965 年 

（昭和 40 年） 
1970 年 

（昭和 45 年） 
1975 年 

（昭和 50 年） 
1980 年 

（昭和 55 年） 

実数 実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 

総 数 
人 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 

28,752 25,084 △ 12.8 23,970 △ 4.4 22,683 △ 5.4 22,707 0.1 

0 歳～14 歳 11,381 8,718 △ 23.4 6,884 △ 21.0 5,857 △ 14.9 5,512 △ 5.9

15 歳～64 歳 

15 歳～64 歳 

16,002 14,979 △ 6.4 15,459 3.2 14,928 △ 3.4 14,823 △ 0.7 

うち 15 歳～29 歳(a) 6,622 5,492 △ 17.1 5,688 3.6 5,317 △ 6.5 4,629 △ 12.9 

65 歳以上(b) 1,369 1,387 1.3 1,627 17.3 1,898 16.7 2,372 25.0 

(a)/総数 若者比率(%) 23.0 21.9 － 23.7 － 23.4 － 20.4 － 

(b)/総数 高齢者比率(%) 4.8 5.5 － 6.8 － 8.4 － 10.4 － 

区 分 
1985 年 

（昭和 60 年） 
1990 年 

（平成 2 年） 
1995 年 

（平成 7 年） 
 

（平成 12 年） 
2005 年2000 年  

（平成 17 年） 
実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 

総 数 
人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 

22,342 △ 1.6 21,237 △ 4.9 20,209 △ 4.8 19,357 △ 4.2 18,471 △ 4.6 

0 歳～14 歳 5,046 △ 8.5 4,144 △ 17.9 3,280 △ 20.8 2,676 △ 18.4 2,317 △ 13.4 

14,533 △ 2.0 13,777 △ 5.2 12,960 △ 5.9 12,099 △ 6.6 11,261 △ 6.9 

うち 15 歳～29 歳(a) 3,791 △ 18.1 3,387 △ 10.7 3,303 △ 2.5 3,149 △ 4.7 2,666 △ 15.3 
65 歳以上(b) 2,763 16.5 3,316 20.0 3,969 19.7 4,565 15.0 4,893 7.2 

(a)/総数 若者比率(%) 17.0 － 15.9 － 16.3 － 16.3 － 14.4 － 

(b)/総数 高齢者比率(%) 12.4 － 15.6 － 19.6 － 23.6 － 26.5 － 

区　分 
2010 年 

（平成 22 年） 
2015 年 

（平成 27 年） 
2020 年 

（令和 2 年）

実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 

総 数 
人 ％ 人 ％ 人 ％ 

16,759 △ 9.3 15,709 △ 6.3 14,556 △ 7.3 

0 歳～14 歳 1,949 △ 15.9 1,604 △ 17.7 1,406 △ 12.3 

15 歳～64 歳 9,656 △ 14.3 8,419 △ 12.8 7,202 △ 14.5 

うち 15 歳～29 歳(a) 1,824 △ 31.6 1,578 △ 13.5 1,341 △ 15.0 

65 歳以上(b) 5,154 5.3 5,684 10.3 5,943 4.6 

(a)/総数 若者比率(%) 10.9 － 10.0 － 9.2 － 

(b)/総数 高齢者比率)(%) 30.8 － 36.2 － 40.8 － 

 資料：国勢調査

七戸町の人口七戸町の人口33

（1）人口の推移と動向（1）人口の推移と動向

　本町の人口の推移を見ると、1960（昭和35）年から2020（令和２）年の 60 年間で 14,196 人
（49.3％）の減少となっています。1975（昭和 50）年から1980（昭和55）年の５年間で 24 人
（0.1％）の微増に転じたことがありましたが、1985（昭和60）年から2005（平成17）年までは
５年間ごとに約４％台の減少で推移してきました。しかし、2005（平成17）年から 2010（平
成 22）年の５年間では 9.3％、2010（平成22）年から 2015（平成27）年の５年間では 6.3％、
2015（平成27）年から2020（令和２）年の５年間では 7.3％の減少となり、最近の減少率は拡
大傾向にあります。
　本町における人口減少の主たる原因は、進学や就職等に伴う若年層の流出と、晩婚化や未
婚率の上昇等による出生率の低下があり、この人口減少をめぐる問題は当町の喫緊の課題で
あるだけでなく、日本社会の深刻な問題となっています。
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年齢別人口の推移

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

（人）

1995年
（平成７年）

2000年
（平成12年）

2005年
（平成17年）

2010年
（平成22年）

2015年
（平成27年）

2020年
（令和２年）

2025年
（令和７年）

2030年
（令和12年）

2035年
（令和17年）

2040年
（令和22年）

2045年
（令和27年）

2050年
（令和32年）

0歳～ 14歳 15歳～ 64歳 65歳以上

3,969

20,209 19,357 18,471
16,759 15,709

14,556
13,228

11,931 10,678
9,449

8,289
7,212

4,565
4,893

5,154
5,684

5,943 5,773 5,480 5,102

4,787
789

4,829

3,954
666

4,460

3,265
564

4,052
2,691
469

5,503
948

6,310

1,145

7,202

1,406

8,419

1,604

9,656

1,949

11,261

2,317

12,099

2,676

12,960

3,280

資料：1995年～2020年　国勢調査／2025年以降　国立社会保障・人口問題研究所推計

推計値

資料：1995 年～ 2020 年　国勢調査／ 2020 年以降　国立社会保障・人口問題研究所推計

年齢 3区別

0歳～ 14歳 15歳～ 64歳 65歳以上

推計値
14,000

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

（人）

1995年
（平成７年）

2000年
（平成12年）

2005年
（平成17年）

2010年
（平成22年）

2015年
（平成27年）

2020年
（令和２年）

2025年
（令和７年）

2030年
（令和12年）

2035年
（令和17年）

2040年
（令和22年）

2045年
（令和27年）

2050年
（令和32年）

12,960

7,202

5,943 5,773

6,310

1,145

5,480

5,503

948

5,102

4,787

789
1,406

3,969

3,280

4,829

3,954

666

4,460

3,265

564

4,052

2,691

469

年齢別将来推計人口の推移年齢別将来推計人口の推移

年齢 3 区別人口年齢 3 区別人口

資料：1995年～2020年　国勢調査／2025年以降　国立社会保障・人口問題研究所推計

資料：1995年～2020年　国勢調査／2025年以降　国立社会保障・人口問題研究所推計

Ⅰ 序論／第 2 章 七戸町の歩みとあらましⅠ 序論／第 2 章 七戸町の歩みとあらまし

（2）年齢別人口の推移と将来予測（2）年齢別人口の推移と将来予測

　2020（令和２）年の国勢調査結果をもとに、2050（令和32）年までの年齢別人口推移を予測
したものが次のグラフです。
　年少（０歳～14歳）は、1,406人から66.6％減の469人に、生産年齢（15歳～64歳）は、7,202
人から62.6％減の 2,691人に、老年（65 歳以上）は 5,943人から31.8％減の4,052 人となり、
総人口では、14,556人から50.4％減の7,212人に減少すると予測されています。
　また、2035（令和17）年には、生産年齢を老年が上回る予測となっています。
　人口減少と少子高齢化の進行は、全国の地方都市に共通して見られるものです。しかし、
七戸町において、次世代につながるまちを構築していくには、子どもを産み育てやすい環境
づくり、産業を支える若者の定着、高齢者が安心と生きがいを感じる社会を整備していくこ
とが重要になっていきます。
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2020（令和 2）年　人口ピラミッドグラフ

95歳以上
90～ 94歳
85 ～ 89歳
80 ～ 84歳
75 ～ 79歳
70 ～ 74歳
65 ～ 69歳
60 ～ 64際
55 ～ 59歳
50 ～ 54歳
45 ～ 49歳
40 ～ 44歳
35 ～ 39歳
30 ～ 34歳
25 ～ 29歳
20 ～ 24歳
15 ～ 19歳
10 ～ 14歳
5～ 9歳
4歳以下

200200 00 400400 600600 800800 1,0001,000 1,2001,200

男性 女性

224
96
12

540
461

261

591
748

88

747
566

481
413
466

363
331

227
206
164
241
274
238
186

342
435

683
716

552
472
437
476
448
355
276

280
302
223
183

資料：国勢調査

233
219

2050（令和 32）年　人口ピラミッドグラフ（推計）

200200 00 400400 600600 800800 1,0001,000 1,2001,200

95歳以上
90～ 94歳
85 ～ 89歳
80 ～ 84歳
75 ～ 79歳
70 ～ 74歳
65 ～ 69歳
60 ～ 64際
55 ～ 59歳
50 ～ 54歳
45 ～ 49歳
40 ～ 44歳
35 ～ 39歳
30 ～ 34歳
25 ～ 29歳
20 ～ 24歳
15 ～ 19歳
10 ～ 14歳
5～ 9歳
4歳以下

男性 女性

219
140
89

345
418

334

332
257
230

310
221
203
172
135
121
105
86
66
52
86
92
76
60

290
377
388
323
251
224
213
148
146
112
100

106
97
81
63

資料：国立社会保障・人口問題研究所推計

80
64

2020（令和 2）年　人口ピラミッドグラフ2020（令和 2）年　人口ピラミッドグラフ

2050（令和 32）年　人口ピラミッドグラフ2050（令和 32）年　人口ピラミッドグラフ

資料：国勢調査

資料：国立社会保険・人口問題研究所推計

（3）人口構成の推移と将来予測（3）人口構成の推移と将来予測

　2020（令和２）年の人口ピラミッドを見ると、最も多い年齢層が 65 歳から 69 歳となって
おり、既に年少人口や生産年齢人口が減少してきている様子が見られます。
　2050（令和32）年には 85 歳以上の年齢層が突出して多く、49歳以下の５歳階級では男女と
も 200 人以下となってしまう “T 字” のような非常にバランスの悪い人口構成になることが
推計されています。2050（令和 32）年の人口ピラミッドを見ると、2055（令和37）年以降も
“ T 字” のまま全体的に人数が縮小していく推計となっています。
　このことから、「少子化対策」に取り組むことが大きな課題であることが明らかとなりました。
　また、生産年齢人口の減少により、地域のサービスの低下、人材不足の状況が深刻化する
と予想されます。後期高齢者の増加により医療費・社会保障費の増大も確実となるため、こ
れらの対策に取り組むことが重要課題となることが明らかとなりました。
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高齢化率の推移
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（昭和60年）

1990年
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（平成12年）
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（平成12年）

2010年
（平成17年）

2015年
（平成27年）

2020年
（令和２年）

2025年
（令和７年）

2030年
（令和12年）

2035年
（令和17年）

2040年
（令和22年）

2045年
（令和27年）

2050年
（令和32年）

10.4 12.4
15.6

19.6
19.6 26.5

30.7
36.2

40.8
43.6 45.9 47.8 51.1 53.8 56.2

資料：1995 年～ 2020 年　国勢調査／ 2020 年以降　国立社会保障・人口問題研究所推計

独自推計による人口推移
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2035年
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2045年
（令和27年）

2050年
（令和32年）

2055年
（令和37年）

2060年
（令和42年）
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7,137
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9,746
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国勢調査 独自推計 社人研推計 日本創生会議推計

高齢化率の推移高齢化率の推移

独自推計による人口推移独自推計による人口推移

資料：1995年～2020年　国勢調査／2025年以降　国立社会保障・人口問題研究所推計

Ⅰ 序論／第 2 章 七戸町の歩みとあらましⅠ 序論／第 2 章 七戸町の歩みとあらまし

（4）高齢化率の推移と将来予測（4）高齢化率の推移と将来予測

（5）独自設定による推計（5）独自設定による推計

　2010（平成22）年に約 30％だった高齢化率（総人口における65 歳以上人口の割合）は、
2040（令和22）年には50％を超えると予想されています。
　集落の高齢化率が50％を超えると「限界集落」とされていることを踏まえると、このグラ
フは七戸町自体が限界自治体になることを示しています。

　七戸町人口ビジョンでは、出生数の向上、転入者の増加、転出数の減少に総合的に取り組
むことで人口減少の抑制を図り、2040（令和22）年の本町の人口が10,000 人台を維持する
ことを目標とします。
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